
岡崎市小児慢性特定疾病医療意見書オンライン登録

システム環境整備費補助金交付要綱

（通則）

第１条 岡崎市小児慢性特定疾病医療意見書オンライン登録システム環境整備費補

助金（以下「補助金」という。）は、予算の範囲内において交付するものとし、そ

の交付に関しては岡崎市市費補助金等に関する規則（昭和34年岡崎市規則第３号）

に定めるもののほか、本要綱で定める。

（目的）

第２条 小児慢性特定疾病医療意見書のオンライン登録に向け、第３条に規定する医

療機関が実施するシステムの環境整備について、必要な経費を補助することにより

オンライン化の推進を図ることを目的とする。

（補助の対象）

第３条 岡崎市が指定する小児慢性特定疾病指定医（以下「指定医」という）の勤務

する医療法（昭和23年法律第205号）第７条の規定に基づき許可を受けた市内の病院

及び診療所、並びに同法第８条の規定に基づき届出をした診療所（以下「指定医の

勤務する医療機関」という。）が医療意見書のオンライン登録のために実施するシ

ステム環境整備事業に要する経費で、次の各号に掲げるものとする。

(1)業務システム改修費

小児慢性特定疾病医療意見書のオンライン化等の環境整備に係る院内システム

の改修費

(2)機器購入費

小児慢性特定疾病医療意見書の内容をオンライン登録するためのパソコンやイ

ンターネット接続用端末等の購入費

（交付額の算定方法）

第４条 医療意見書のオンライン登録に向けて、指定医の勤務する医療機関が行うシス

テム環境整備に必要な、院内システム改修費及びインターネット接続用端末、パソコ

ン等購入費の実支出額から寄附金その他の収入額を控除した額と、100,000円を比較し

て少ない方の額を選定する。選定された額に２分の１を乗じて得た額。ただし、算出

された額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

（交付申請）

第５条 この補助金の交付申請は、補助対象事業に着手する前に、小児慢性特定疾病



医療意見書オンライン登録システム環境整備費補助金交付申請書（様式第１号）に

見積書の写し等事業内容のわかる書類を添付し、市長に提出しなければならない。

（変更交付申請）

第６条 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して交付申

請を行う場合には、あらかじめ小児慢性特定疾病医療意見書オンライン登録システ

ム環境整備費補助金交付変更申請書（様式第２号）に見積書の写し等事業内容のわ

かる書類を添付し、市長に提出しなければならない。

（交付決定および通知）

第７条 市長は、第５条、第６条の規定による申請を受けたときは、これを審査し、

交付の要否を決定する。

２ 市長は、申請者に対し、交付の決定をしたときは小児慢性特定疾病医療意見書オ

ンライン登録システム環境整備費補助金交付決定通知書（様式第３号）（以下「交

付決定通知書」という。）により通知する。申請を承認しないときは小児慢性特定

疾病医療意見書オンライン登録システム環境整備費補助金不交付決定通知書（様式

第４号）により通知する。

３ 市長は、補助金の交付の決定を達成するため必要と認めるときは、交付決定に条

件を付することができる。

４ 申請者は、交付決定通知書の交付を受けた後でなければ補助対象事業に着手して

はならない。

（実績報告）

第８条 補助金申請者は、補助事業完了の日から起算して14日以内又は当該年度の３

月31日（閉庁日の場合は、その直前の開庁日とする。）のいずれか早い日までに小

児慢性特定疾病医療意見書オンライン登録システム環境整備費補助金実績報告書（

様式第５号）に領収書の原本若しくは原本証明した写し等事業内容のわかる書類を

添付して市長に提出しなければならない。

（額の確定）

第９条 市長は、前条の規定に基づく実績報告書を受理したときは、その内容を審査



し、必要に応じて現地での検査を行い、事業の成果が補助金の交付決定の内容に適

合すると認めるときは、補助金の額を確定し、小児慢性特定疾病医療意見書オンラ

イン登録システム環境整備費補助金交付額確定通知書（様式第６号）により申請者

に通知する。

（補助金の交付）

第10条 補助金は、前条に規定する額の確定後、補助金申請者からの小児慢性特定疾

病医療意見書オンライン登録システム環境整備費補助金請求書（様式第７号）によ

る請求により交付する。

（補助事業の取下げ）

第11条 申請者及び交付決定を受けたものは、補助金の交付の申請を取下げようとす

るときは、遅滞なく、小児慢性特定疾病医療意見書オンライン登録システム環境整

備費補助金交付申請取下書（様式第８号）を、市長に提出しなければならない。

（補助金の返還）

第12条 申請者が偽りその他の不正行為により補助金の交付を受けたときは、第７条

第１項の規定による交付決定を取り消し、当該補助金の全部または一部を返還させ

ることができる。

（関係書類の整備）

第13条 申請者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整

備しておかなければならない。

２ 前項の書類、帳簿は補助事業完了後、５年間保存しておかなければならない。

（消費税仕入控除税額）

第14条 補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が

確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）は、消費税及び地方消費税仕

入控除税額報告書（様式第９号）により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属す

る年度の翌々年度６月30日までに市長に報告しなければならない。

市長は、補助金に係る仕入控除税額の報告があった場合は、第９条を準用し通知



する。

申請者は確定通知書に基づき、当該仕入控除税額を返還しなければならない。

（財産の処分の制限）

第15条 第７条補助事業により取得した機器等については、第７条第２項の交

付決定通知日から起算して４年以内において、市長の承認を受けないで、補助

金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供し

てはならない。

２ 市長の承認を受けて機器等を処分したことにより収入があったときは、市長は、そ

の収入額の全部又は一部を市に納付させることができる。

（その他）

第16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別

に定めるものとする。

附 則

１ この要綱は、令和４年12月22日から施行する。

２ この要綱は、令和７年３月31日限りでその効力を失う。ただし、同日以前にこの

要綱の規定に基づき申請のあった補助金の交付に関しては、同日後も、なおその効

力を有する。



（様式１）

備考

１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。



（様式２）

備考

１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。



（様式３）

備考

１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。



（様式４）

備考

１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。



（様式５）

備考

１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。



（様式６）

備考

１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。



（様式７）

備考

１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。



（様式８）

備考

１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。



（様式９）

備考

１ 用紙の大きさは、日本工業規格A列４とする。


